
日本造船業は 年以降、ほぼ半世紀にわたり新造船建造量のシェア世界１位を維

持し、ピーク時には のシェアを有していた。また、安全で高性能・高品質な船舶を

供給することにより、世界の海上貿易を支えるとともに、海上輸送の効率化・安全性向

上・環境負荷の低減に多大な貢献を果たしてきた。

他の産業に目を向ければ、海外生産比率が高まって国内の製造業の空洞化が進んでお

り、また、海外企業に買収される企業も増えている。一方、日本造船業は という高

い国内生産比率を保ち、部品の国内調達率は に及ん

でいる。このことは、日本造船業の売上のほとんどが、

国内で創出された付加価値であることを意味している。

地方圏に立地している造船業は、裾野産業も合わせて国

内生産と地方の雇用を守りながら、世界の新造船建造量

トップ３か国の一角を占め、輸出と 拡大に直接貢献

している、稀有な産業である。

造船業は世界経済の成長に伴って中長期的に成長が

見込まれており、日本造船業がその成長を取り込み、今

後も発展していくためには、その強みである高い生産性

の更なる向上、高い技術力による環境意識の高まり・安

全性の追求といった社会ニーズに係る技術的課題への

対応により、一層の国際競争力の強化を図っていく必要

がある。

また、人材の観点でも、今後、若年人材のプールが縮小し、人材獲得における他産業

との競争が激化することを考えれば、造船業全体の認知度や魅力の向上を含め、危機感

をもって産業全体として取り組むことが必要である。

海事産業の生産性革命のために取り組むべき具体

的な施策、日本造船業が達成すべき目標等を検討する

ため、 年１月に国土交通大臣より交通政策審議

会長宛に「海事産業の生産性革命による造船の輸出拡

大と地方創生のために推進すべき取組について」諮問

がなされた。これを受け、交通政策審議会の下に「海

事イノベーション部会」が新たに設置され、有識者、

大学・研究所、造船・海運業界等の専門家からなる部

会での数度の検討を経て、同年６月答申が取りまとめられた。

本答申を踏まえ、国土交通省では、船舶の開発・設計（ ）、建造（ ）

から運航 に至る全てのフェーズにおける生産性向上による国際競争力の強

化を目指す「 」の取組を推進している。

ここでは、国土交通省が推進している「 」の具体的な取組を紹介する。

の概要

第１節 海事生産性革命の必要性

石井大臣への答申手交の様子

「 」概要

第２節 の推進

 の設計データと連動した加工自動化
 タブレットと３ 図面の活用で作業効率化
工場内の人とモノの「見える化」で無駄を排除
（カメラ、部品ＩＣタグ等からのビッグデータ活用）

３ 図面とタブレット

・大学の造船系学科と企業の
ネットワーク強化
・地域での共同訓練を強化、仮想現実
（ ）を活用して専門技能を伸ばす 塗装訓練 共同訓練

、リアルタイム船陸通信を活用
気象・海象に即応する「賢い運航」
 「壊れたら修理」から「事前検知で
修理いらず」に

省エネ装置開発： 流れの
数値シミュレーション活用
で迅速化

水槽試験施設の共同利用

水槽試験施設流れのｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 自動溶接機

【開発・設計】
新船型投入を最速で

【建造】
をフル活用、スマート･シップヤードへ進化

【運航】
顧客（海運）にとって高付加価値化

若返る人材（ 年平均 歳→ 年 歳）を効率的に育成 → 生産性を下支え

船の省エネ性能 優位を維持
開発期間を半減

一人当たり建造量 現場生産性 増
年： 総トン 人 年： 年：

燃料のムダ使い撲滅
船の不稼働をゼロに

・大学造船系学科からの採用
年で 人（ 増）

・地域共同技能研修
年で 人（ 増）

年のシェア
３割を獲得

目 標

機器状態
データ

保守整備指示

分析（陸上）
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